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Ⅱ．経営戦略Ⅱ．経営戦略
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１．営業部門の強化ポイント

営業推進面の強化営業推進面の強化

○ リテール貸出金の増強に向けた全行運動「リテールミッション１０００」の実施

○ 「提案力の強化による預り資産販売の強化」、「平準払保険の推進等による　
　　ストック収益基盤の増強」

営業体制面の強化営業体制面の強化

○ 営業部門の本部組織を役割別（営業推進・営業店支援・商品開発）に再編

○ 営業支援部では成長分野への取組みを強化

阪神エリアにおける営業強化阪神エリアにおける営業強化

　　「大阪営業部」を設置し、大阪市内を中心とした阪神エリアでの営業を強化
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２．営業部門施策①～「リテールミッション１０００」～　

「「リテールミッション１０００」全行運動　（平成２５年２月～）リテールミッション１０００」全行運動　（平成２５年２月～）

目標目標 　　　　リテール部門貸出金残高　　　年増１，０００億円リテール部門貸出金残高　　　年増１，０００億円

＜リテール企業貸出金＋住宅ローン残高＞

※リテール企業貸出金＝リテール店（本店・大都市店除く）の企業貸出金

○○ 積極的な融資推進により、企業の成長を強力に支援積極的な融資推進により、企業の成長を強力に支援　　　　
　　　　・　リテール企業貸出金増量を目的とした戦略商品の投入　　　　・　リテール企業貸出金増量を目的とした戦略商品の投入
　　　　　　 ・　「融資推進室」を新設し、案件掘り起こしをサポート・　「融資推進室」を新設し、案件掘り起こしをサポート

　　　　・　　　　・ 個社別方針の継続的な推進による融資の拡大個社別方針の継続的な推進による融資の拡大

○○ 「個人ローン室」を新設し、住宅ローンの推進を支援「個人ローン室」を新設し、住宅ローンの推進を支援
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

26,000

27,000

28,000

29,000

H23/3末 Ｈ24/3末 Ｈ25/3末 Ｈ26/3末

(億円）

＋＋1,0001,000億円を億円を

目指す目指す

リテール企業貸出金残高＋５００億円　　住宅ローン残高＋５００億円リテール企業貸出金残高＋５００億円　　住宅ローン残高＋５００億円
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２．営業部門施策①～「リテールミッション１０００」～

＜施策②＞＜施策②＞ 「融資推進室」を新設し、案件掘り起こしをサポート「融資推進室」を新設し、案件掘り起こしをサポート

○ 営業統轄部内に、融資案件の掘り起こし、案件組成に対する営業店への指導・助言・
　　支援を行う「融資推進室」を新設 （平成２５年４月）

○ 「融資推進室」には支店長経験者３名を配置

＜施策①＞＜施策①＞ リテール企業貸出金増量を目的とした戦略商品の投入リテール企業貸出金増量を目的とした戦略商品の投入

京銀シェアアップファンド京銀シェアアップファンド

○ 京都府内の貸出金シェアアップ
　　を目指す戦略商品
　　（平成２５年４月～）
○ 「融資推進室」と連携し良質な
　 貸出金の増量をはかる

京銀スーパープライム融資３京銀スーパープライム融資３ 京銀阪神エリア特別融資京銀阪神エリア特別融資

○ 京都・滋賀・奈良エリア向けの
戦略商品 （平成２４年９月～）

○ ４月より融資対象先を拡大

〔平成２５年３月末までの実行額〕
５６３件／１８４億円

○ 阪神エリア（大阪・兵庫）向けの
　　戦略商品 （平成２４年７月～）
○ ４月より融資対象先を拡大

〔平成２５年３月末までの実行額〕
２９８件／９１億円

　　

⇒⇒ ３商品合わせて、平成２５年度上期３商品合わせて、平成２５年度上期 ５００億円の新規実行を目指す５００億円の新規実行を目指す

リテール企業貸出金リテール企業貸出金

＜施策③＞＜施策③＞ 個社別方針の継続的な推進による融資の拡大個社別方針の継続的な推進による融資の拡大

○ 営業店と本部が連携して取引先の実態把握を強化し、継続的により踏み込んだ
　　個社別方針を策定・推進することで融資を拡大
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２．営業部門施策①～「リテールミッション１０００」～

800

750

664

748

600

650

700

750

800

H23年度下期 H24年度上期 H24年度下期 H25年度上期

(億円） ＜住宅ローン新規実行額＞

13,517

14,120
13,913

13,000

13,500

14,000

14,500

15,000

H23/3末 Ｈ24/3末 Ｈ25/3末 Ｈ26/3末

(億円） ＜住宅ローン残高＞

＜＜施策①＞施策①＞ 「個人ローン室」を新設し、推進支援を強化「個人ローン室」を新設し、推進支援を強化

＜施策③＞＜施策③＞ 商品面における競争力向上商品面における競争力向上

　　 　　 ・がん団信、３大疾病団信等保険サービスの充実　・がん団信、３大疾病団信等保険サービスの充実　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・インターネットを活用したサービスの強化・インターネットを活用したサービスの強化

実行額は実行額は
反転増加反転増加

＋500億円
を目指す

＜＜施策②＞施策②＞ 住宅ローンセンターによる推進強化　住宅ローンセンターによる推進強化　

　　　　　　　　　　・エリアチームによる有望エリアでの集中的借換活動の実施　　　　　　　　　　・エリアチームによる有望エリアでの集中的借換活動の実施

　　　　　　　　　　・大阪営業部との連携による大阪市内営業の強化　　　　　　　　　　・大阪営業部との連携による大阪市内営業の強化

住宅ローン住宅ローン

(計画）
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２．営業部門施策②～預り資産の状況～

提案力の強化をはかり、大幅な販売額増加を目指す提案力の強化をはかり、大幅な販売額増加を目指す 平成２４年度下期より、平準払保険の取扱いを開始平成２４年度下期より、平準払保険の取扱いを開始平成２４年度下期より、平準払保険の取扱いを開始

＜預り資産　収益＞

(億円） ＜投資信託販売額＞ 770

616

444
491

360

0

200

400

600

800

Ｈ21年度 Ｈ22年度 Ｈ23年度 Ｈ24年度 Ｈ25年度計画

①平成２４年度下期より「預かり資産個人表彰」制度を導入
②平成２５年５月よりＥＢＭ（ｲﾍﾞﾝﾄ･ﾍﾞｰｽﾄﾞ･ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ)
　　システムの試行開始
③スキル・実績に応じたきめ細かな研修を実施
　・個人金融アドバイザーのスキルアップによる強化
　・住宅ローン担当者等への研修による強化

34 35 37
32

44

20

30

40

50

Ｈ21年度 Ｈ22年度 Ｈ23年度 Ｈ24年度 Ｈ25年度計画

(億円）

2,241

10,000
221

2,000

0

5,000

10,000

15,000

H24年度下期 Ｈ25年度計画

終身保険

個人年金保険

＜平準払保険販売件数＞(件）

①保障ニーズ、貯蓄ニーズの両方に対応した商品
を提供し、資産形成層、子育て世帯等との取引を
拡大

②個人年金保険については、営業店毎に推進担当
　 者を置き販売を強化
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２．営業部門施策③～成長分野への取組強化～

◆◆営業支援部による成長分野への取組みを強化営業支援部による成長分野への取組みを強化

個人富裕層・企業オーナー等との取引深耕や相続対策等のシニア向けビジネスを強化個人富裕層・企業オーナー等との取引深耕や相続対策等のシニア向けビジネスを強化

地域密着型金融推進室
（地域活性化への取組強化）

観光支援室個人コンサルティング推進室
（個人富裕層・企業オーナー等
　に対する営業推進）

業種別専門営業部
（医療・福祉、建設・不動産等
専門性の高い業種の営業推進） 新規開拓ブロック

※「個人向け」、「法人向け」それぞれのノウハウを融合し、営業店への支援を強化※「個人向け」、「法人向け」それぞれのノウハウを融合し、営業店への支援を強化

＜平成２５年４月～＞

営業統轄部

（営業推進）営業部門本部組織を役割別に再編

「営業本部」として一体運営を行う　 営業支援部

（営業店支援）

営業開発部

（商品開発）

営業本部

「相続」に関する相談が増加

・「相続対策」を切り口として融資・保険等の

　取引拡大をはかる

13
19

26
32

42

58

0

20

40

60

Ｈ19年度 Ｈ20年度 H21年度 Ｈ22年度 Ｈ23年度 Ｈ24年度

(件）

163165

70

37
0

60

120

180

H21年度 Ｈ22年度 Ｈ23年度 Ｈ24年度

(百万円）

「事業拡大」、「後継者問題」等、
企業オーナーが抱える課題に対応

高齢化社会の本格到来にあたり、シニア向けビジネスについて本部若手行員による検討会を立上げ、次期中期経営計画策定に反映

21.8

21.1
20.7

18

19

20

21

22

H23/3期 H24/3期 H25/3期

＜年金受取口座指定件数＞(万件）

シニア層との取引基盤である
年金受取口座も増加

＜Ｍ＆Ａ／ビジネスマッチング収益＞＜遺言信託取次件数＞

シニア向けビジネスへの取組み
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２．営業部門施策③～成長分野への取組強化～

◆◆「医療「医療・・福祉」分野への取組みを強化福祉」分野への取組みを強化

（出所）日本医師会総合政策研究機構「地域の医療提供体制現状と将来」

58

31

16

11

45

0

10

20

30

40

50

高齢者住宅 有料老人ホーム グループホーム

京都府

全国平均

＜75歳以上人口1,000人あたりの高齢者住宅数＞
介護施設・サービス付き高齢者向け住宅等の介護施設・サービス付き高齢者向け住宅等の

　　　　　　　　　　　　建築資金ニーズに積極的に対応　　　　　　　　　　　　建築資金ニーズに積極的に対応

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｈ２１年度 Ｈ２２年度 Ｈ２３年度 Ｈ２４年度

件数 １４件 １８件 １５件 １８件

融資実行額 ２６億円 ３３億円 ３４億円 ３０億円

＜業種別専門営業部　介護施設案件実績＞

京都府保険医協会との提携融資を開始

【当行の医療・福祉分野への取組み】

業種別の専門チーム（医療・福祉）による営業

「京銀開業医向けローン＜医力満点＞」取扱開始

地域医療の発展に貢献

保険医協会との提携を拡大

S３０～

H１５～

H２１～

滋賀県保険医協会と提携H２２～

兵庫県保険医協会と提携H２４～

大阪府保険医協会と提携H２５～

奈良県保険医協会と提携を予定予定

＜医療・福祉業向け貸出先数・残高＞

1,052 1,063
1,127

1,241
1,269

1,303
1,357

1,373
1,432

1,481

1,576
1,545 1,544

1,589
1,626

1,704

1,860

1,976

2,134
2,075

700

900

1,100

1,300

1,500

H16/3 H17/3 H18/3 H19/3 H20/3 H21/3 H22/3 H23/3 H24/3 H25/3

1,400

1,600

1,800

2,000

2,200

残高

先数（右目盛り）

(億円） (先）

(戸数） (定員数） (定員数）



14

２．営業部門施策④～企業のライフステージに応じた支援～

◆◆企業のライフステージに応じたファンドの設立を順次実施予定企業のライフステージに応じたファンドの設立を順次実施予定

創業・新事業
支援

創業・新事業
支援

事業承継
支援

事業承継
支援ベンチャーファンドの実績（H25/3現在）

（当行メインファンド）
・投資先９３社のうち、１０社が株式公開

　平成25年6月には、IPOのみをエグジットと
しない形式のファンド

｢NVCCスタートアップファンド｣へ出資予定
＊NVCC：日本ベンチャーキャピタル㈱　

ベンチャーファンドの実績（H25/3現在）
（当行メインファンド）
・投資先９３社のうち、１０社が株式公開

　平成25年6月には、IPOのみをエグジットと
しない形式のファンド

｢NVCCスタートアップファンド｣へ出資予定
＊NVCC：日本ベンチャーキャピタル㈱　

創業・新事業支援ファンド創業・新事業支援ファンド創業・新事業支援ファンド

京銀活き活きベンチャー支援ネットワーク京銀活き活きベンチャー支援ネットワーク

当行のネットワークを活用して投資先を育成

経営改善・
事業再生支援

経営改善・
事業再生支援

企業の成長を後押しする「成長支援ファンド」、
後継者問題を抱える企業等を支援する
「事業承継支援ファンド」等についても順次
設立を予定

成長支援成長支援

当行独自の再生支援ファンド

「きょうと企業再生支援ファンド」（Ｈ17/2～）

地域一体型の再生支援ファンド

「きょうと応援ファンド」（Ｈ25/4組成）
「しが事業再生支援ファンド」 （Ｈ25/4より参加）

当行独自の再生支援ファンド

「きょうと企業再生支援ファンド」（Ｈ「きょうと企業再生支援ファンド」（Ｈ17/217/2～）～）

地域一体型の再生支援ファンド

「きょうと応援ファンド」（Ｈ「きょうと応援ファンド」（Ｈ25/425/4組成）組成）

「しが事業再生支援ファンド」「しが事業再生支援ファンド」 （Ｈ（Ｈ25/425/4より参加）より参加）

「京都再生ネットワーク会議」

中小企業再生支援協議会や信用保証協会、

行政、地元金融機関等で構成された

「オール京都」の枠組みによる再生支援

「京都再生ネットワーク会議」「京都再生ネットワーク会議」

中小企業再生支援協議会や信用保証協会、

行政、地元金融機関等で構成された

「オール京都」の枠組みによる再生支援

再生支援の取組み再生支援の取組み再生支援の取組み

地域の再生ファンドの活用地域の再生ファンドの活用地域の再生ファンドの活用地域の再生支援ネットワーク地域の再生支援ネットワーク地域の再生支援ネットワーク
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３．チャネル戦略①～阪神エリアの体制強化～

◆◆「大阪営業部」を中心とした阪神エリアの営業推進体制を整備「大阪営業部」を中心とした阪神エリアの営業推進体制を整備

「大阪営業部」設置（平成２５年５月２７日）「「大阪営業部」設置（平成２５年５月２７日）大阪営業部」設置（平成２５年５月２７日）

○ 肥沃な法人・個人マーケットを有する大阪市内の
　　営業を強化

○ 阪神エリアの営業推進拠点として本部機能を併設

本店営業部に準ずる存在と位置付け、大阪支店を
「大阪営業部」に昇格 （大阪支店と大阪中央支店を統合）

兵庫県

大阪府

　　　　　　　
　
　　　　　
　

　　　　　　　　　　　　　　 　

営業第一部

（大企業取引推進）

大阪営業部

「大阪営業部」で貸出金残高「大阪営業部」で貸出金残高
３３，０００億円を目指す！！，０００億円を目指す！！

阪神営業本部

　 （阪神エリアの営業支援）

大阪住宅ローンセンター

新規開拓第３ブロック
　（阪神エリアの新規先開拓）

大阪外為センター

本部機能を一部併設

連
携

阪神エリア店舗数（平成25年5月27日現在）

・大阪府：２７か店　・兵庫県：８か店

大阪市

　平成１４年以降開設店舗

大阪営業部

営業第二部

（リテール企業取引推進）
（個人取引推進）

大阪営業部外観
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３．チャネル戦略②～新設店の状況～

＜新設店の預金・譲渡性預金残高＞

1,151
1,327

1,692

1,789

717

815

884
561

598

644

888

211113 300

1,032

1,517

907

0
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（億円） ＜新設店の貸出金残高＞
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京都（７か店）

（億円）

支店名 所在地

Ｈ２４／４ 池田支店 大阪府池田市

Ｈ２４／７ 福知山駅南支店 京都府福知山市

Ｈ２４／９ 尼崎北支店 兵庫県尼崎市

Ｈ２４／１０ 長岡京駅前支店 京都府長岡京市

Ｈ２５／１ 堺北花田支店 大阪府堺市

Ｈ２５／５
大阪営業部

[大阪支店+大阪中央支店] 大阪市中央区

新
　
設
　
店
　
舗

Ｈ２５／７ 歌島橋支店 （予定） 大阪市西淀川区

Ｈ２４／６ 東九条支店 京都市南区

Ｈ２４／９ 六地蔵支店 京都府宇治市

Ｈ２４／１１ 府庁前支店 京都市中京区

移
転
・建
替Ｈ２５／６ 京都市役所前支店※ （予定） 京都市中京区

　※寺町二条支店から名称変更

＜平成２４年度以降新設・リニューアル店舗（予定含む）＞

　　　5,834
　　　7,524

　　　5,377
　　　6,747

＜新設店の業務粗利益＞（億円）

※新設店＝草津支店（平成12年12月）以降開設店舗。店舗数は平成25年3月末現在。
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４．アジア戦略

◆◆海外ビジネス支援を切り口とした営業推進の強化海外ビジネス支援を切り口とした営業推進の強化

大連駐在員事務所（H24/7開設）

上海駐在員事務所

アジアデスク
本店営業部

タイタイ

バンコク

中国 672社
タイ 212社
シンガポール 137社
ベトナム 133社
マレーシア 111社
インドネシア 100社
インド 82社
フィリピン 76社

＜提携外国銀行＞

・中国工商銀行（中国）
・中国銀行（中国）
・カシコン銀行（タイ）
・バンクネガラインドネシア（インドネシア）
・インドステイト銀行（インド）

・中国工商銀行（中国）
・中国銀行（中国）
・カシコン銀行（タイ）
・バンクネガラインドネシア（インドネシア）
・インドステイト銀行（インド）

＜当行取引先のアジア進出状況＞

平成２５年度中に、取引先の平成２５年度中に、取引先の
進出が進むタイに進出が進むタイに
「バンコク駐在員事務所」「バンコク駐在員事務所」をを
開設予定。開設予定。

香港駐在員事務所

中国沿岸地域と
東南アジアを
カバーできる
体制を構築

中国中国

511
411

1,126

0

400

800

1,200

Ｈ22年度 Ｈ23年度 Ｈ24年度

＜アジアビジネスサポート件数＞

（※アジアデスク、香港・上海・大連駐在員事務所計）

（件）

（H24/3現在、当行調べ）　

京都京都

海外ビジネス支援を切り口とした
　　　国内営業成果（平成２４年度）

貸出４９件／金額　８，０２７百万円貸出４９件／金額　８，０２７百万円

外為３２件、　私募債２件外為３２件、　私募債２件

預金１２件／金額　１，７４９百万円預金１２件／金額　１，７４９百万円
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５．ＩＴ戦略①～ＥＢＭの活用～

ＥＢＭ（イベント・ベースド・マーケティング）システムの活用ＥＢＭ（イベント・ベースド・マーケティング）システムの活用 ※平成２５年５月～ 試行開始
　　　

営業店へ営業店へ
配信配信

顧客の金融ニーズが顕在化した取引
顧客属性の変化

イベント
　　　

「共同ＭＣＩＦシステム」（横浜・北海道・北越・北陸・西日本シティ・当行の６行が参加）による全国規模のデータを
高度に分析する環境とノウハウを共有

タイミングよく的確な商品やサービスの提案を実施し、タイミングよく的確な商品やサービスの提案を実施し、

預り資産等の取引拡大をはかる預り資産等の取引拡大をはかる

「退職金入金」という事象を自動判定し、すべての営業担当者に「気づいてもらう」仕組み

取引
データ

判定ロジック

経験の浅い担当者でも、経験豊富な営業担当者と同様にお客さまへ

的確なタイミングでアプローチすることができ、営業機会が拡大

経験の浅い担当者でも、経験豊富な営業担当者と同様にお客さまへ

的確なタイミングでアプローチすることができ、営業機会が拡大

メッセージを一律配信

【例】 ○○様より退職金と思われる入金が
　　　 △,△△△万円ありました。ご入金のお礼
　　　 とともに、今後の運用ニーズについて聴取
　　　 しましょう。

■EBM導入後（退職金入金の例）

営業店本部

経験豊富な営業担当者 経験の浅い担当者　

××日に○○様より△,△△△万円
のお振込がございました。お振込を
当行にご指定いただき誠にありがとう
ございます。ご入金されたご資金に
ついて是非一度ご相談いただければ
と思っております。

××日に○○様より△,△△△万円
のお振込がございました。お振込を
当行にご指定いただき誠にありがとう
ございます。ご入金されたご資金に
ついて是非一度ご相談いただければ
と思っております。



19

５．ＩＴ戦略②～新営業店システムの導入～

新営業店システムの全店展開新営業店システムの全店展開

⇒

平成２５年度中に全店展開予定平成２５年度中に全店展開予定

【対象業務が拡大】
口座新規開設、入出金、振込、税金・公共料金納付等

【預り資産業務が効率化】
双方向ナビゲーション機能と勘定系機能が連携し、
営業事務が効率的に

「新営業店システム」順次導入（平成25年4月～）

■お客さまによるタッチパネル
　　操作・取引内容確認

■ICキャッシュカードと
　「指静脈認証」で本人確認

認証ボックス お客さま用ディスプレイ

行員用指静脈認証装置

行員用ディスプレイ

■行員はナビゲーションに
　　沿って手続き

■システムのセキュリティ
　 を強化

（導入店舗）　新設店・リニューアル店舗
（対象業務）　預り資産業務、定期預金預入業務

「双方向ナビゲーション端末」稼動開始（平成21年１月～）「双方向ナビゲーション端末」稼動開始（平成21年１月～）

「伝票記入レス」、「印鑑レス」、「伝票記入レス」、「印鑑レス」、
　　　　　　　　　　　　　　　「ナビゲーション機能」による取引拡大　　　　　　　　　　　　　　　「ナビゲーション機能」による取引拡大

日本経済新聞（平成25年4月23日付）より

※使用については日本経済新聞社の了解を得ております。

新型スタンド
スキャナ


